
１ 職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の任免の状況

　①採用の状況（平成27年4月2日～平成28年4月1日）

(2) 職員数の状況

　①部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

（次頁へつづく）
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　②退職等の状況（27年度）

勧奨

合計

看護師 2人 0人 2人

21人 0人

1人

助産師 1人

1人 1人

1人 1人

- 1/17 -



（前頁からのつづき）

※職員数には特別職を除いた数を計上しています。

２ 職員の人事評価の状況

(1) 人事評価の実施状況

(2) 勤務実績の反映状況

48歳～51歳

対前年
増減数

0人 
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下 水 道

51人
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24歳～27歳

14人 
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（注）１　職員数は、一般職に属する職員数です。
　　　２　合計欄の[　]内は、条例定数の合計です。
　　　３　公営企業等会計部門の「その他」は、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業及び介護保険事業に係るもの
          です。
　　　４　主な増減理由欄の「類似団体の人口１万人当たりの職員数」は、参考値として平成27年のものを記載してい
          ます。
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　②年齢別職員構成の状況（平成28年4月1日現在）

主な増減理由
職員数　　　　　　　　区分

　部門 平成27年

△ 1人 459人 合計
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　平成19年度から勤務成績の評定を役職階層別に順次試行し、現在は全職員を対象とした人事評価制度を導入し、職員1人
ひとりの能力向上を図っています。

　今後は、職員の勤務態度、能力及び業績を把握した人事評価結果を人事異動、人材育成、昇任、定期昇給に反映できるよ
う、取り組んでいます。
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３ 職員の給与の状況

(1) 総括

　①人件費の状況（普通会計決算見込み）

（注）　人件費には、特別職（市長、市議会議員及び区長ほか）に支給される給料、報酬等を含みます。

　②職員給与費の状況（普通会計決算見込み）

　③特記事項

　④ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　ラスパイレス指数と
　　　　は、国家公務員の給与
　　　　水準を100とした場合の
　　　　地方公務員の給与水準
　　　　を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、
　　　　人口規模、産業構造が
　　　　類似している団体のラ
　　　　スパイレス指数を単純
　　　　平均したものです。
　

一人当たり
給与費

（参考）
類似団体平均一
人当たり給与費

Ｂ

人件費率 （参考）実質収支 人件費

27年度 446,953千円 3,524,547千円

26年度の人件費率

17.5％

Ｂ／Ａ

15.9％

区分
Ａ

職員数

（27年度末）

473,302千円

職員手当

住民基本台帳人口 歳出額

45,683人 22,160,294千円

区分

Ａ

給与費

計

Ｂ

期末･勤勉手当給料

1,991,090千円 5,673千円 5,785千円

　　ア 小城市は、平成17年3月1日に旧小城郡4町（小城町、三日月町、牛津町及び芦刈町）が合併して発足した団体です。

　　イ 小城市の類似団体類型区分（平成27年4月1日現在）は、一般市（Ｉ－１）で構成団体数は174団体です。

27年度 351人 239,457千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　　　２　職員数は、平成27年4月1日現在の人数です。
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(2) 職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　ア 一般行政職

　　イ 技能労務職

　　ウ 小･中学校（幼稚園）教育職

　　エ 福祉職

332,279円

平均給与月額

324,581円 308,208円298,541円41.3歳

短大卒福祉職

　①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）

国

（注）　 １　「平均給料月額」とは、平成28年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　   ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
    　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
   　　　　 の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
         ３　小城市の「ウ 小･中学校（幼稚園）教育職」に係る職種は幼稚園教諭、「エ 福祉職」は保育士です。

　②職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

小城市

平均給料月額

307,838円

382,223円

335,104円

区分

大学卒

国

国

区分

―

小城市

305,093円 329,894円

― ―

類似団体

平均年齢

297,804円

（参考） 佐賀県

313,072円

41.0歳

338,854円

（参考） ―

42.3歳

佐賀県

平成27年

類似団体

平成27年

418,871円

325,649円

342,953円

―

381,205円

平均給与月額（国ベース）

301,283円

328,318円

339,548円

289,141円 ―50.2歳

平均給料月額 平均給与月額

49.8歳

305,483円46.5歳 294,972円 316,590円

328,305円 367,812円

345,434円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース）

42.5歳 319,751円 378,183円

359,503円

43.5歳 334,283円 ― 408,996円

43.1歳 333,583円 412,732円

325,314円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額（国ベース）平均給与月額

41.1歳 305,317円 381,836円

佐賀県

国

類似団体

（参考）

小城市

平成27年

区分

小城市

（参考）

平成27年

平均年齢

45.6歳

41.3歳

佐賀県 53.9歳

類似団体

区分

41.7歳

176,700円

144,600円

小城市

技能労務職
高校卒

中学卒

一般行政職
高校卒

区分

157,100円

169,100円

147,200円

144,600円 ―

―

―

132,600円
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（注）　職員数が少ない職種の階層は、近似の階層で集計し、近似の階層にも職員がいないものは省略しています。

(3) 一般行政職の級別職員数等の状況

　②昇給への勤務成績の反映状況

　　未実施（標準４号昇給）

(4) 職員の手当の状況

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　　未実施（標準160/100支給）

小城市

期末手当

役職加算 5～15％

同じ 2.60月分 （1.45月分）
27年度支給割合

 1.60月分 （0.75月分）

1,335千円

　①期末手当･勤勉手当

（注）１　小城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

国

福祉職 短大卒

技能労務職
中学卒

大学卒

―高校卒

一般行政職

―

―

253,480円

　③職員の経験年数別･学歴別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

286,450円

―

317,550円

337,900円

高校卒 ―

― ―

292,483円

275,225円

標準的な
職務内容

構成比 14.1％14.9％

経験年数20年

―

区分 経験年数10年 経験年数15年

240,225円

６級 ７級５級３級 ４級

部長

10.0％ 2.4％

部長

参事

課長

25人 6人

6.0％

副課長

64人

主査

25.7％

課長

15人

区分

主査

35人37人 67人

１級

主事

職員数

区分

役職加算　　5～20％
管理職加算 10～25％

同じ

加算措置の状況
（職制上の段階、職務の級等による加算措置）

勤勉手当

―

２級

１人当たり平均支給額（27年度）

主事

26.9％

　①一般行政職の級別職員数の状況（平成28年4月1日現在）

係長 副課長

係長

14.9% 17.2% 13.9% 

14.1% 10.4% 
8.5% 

26.9% 29.6% 38.2% 

25.7% 24.8% 19.4% 

6.0% 4.8% 7.3% 
10.0% 10.4% 9.1% 2.4% 2.8% 3.6% 

0%

10%

20%
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40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成28年の構成比 1年前の構成比 3年前の構成比 

７級 

６級 

５級 
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２級 

１級 

- 5/17 -



　③地域手当 制度なし

④特殊勤務手当（26年度決算見込み）

　⑤時間外勤務手当

120,414千円

社会福祉業務手当

支給実績 130,926千円

自己都合

49.59月分

326千円

区分

347千円

49.59月分

　②退職手当（平成28年4月1日現在）

職員１人当たり平均支給年額

29.145月分

勧奨･定年

6,313千円

41.325月分

区分

勧奨･定年

国

自己都合

小城市

日額500円

26年度決算

行旅死亡人の取り扱いに従事したとき

27年度決算（見込み）

従事したケースワー
カー等の職員

犬、猫等の死体の処理及び廃棄物の収集、分
別、積替えに従事したとき

従事した職員

日額2,000円従事した職員

税務手当

防疫等作業手当

行路死亡人取扱手
当

ケースワーカー等の職務に従事したとき 月額3,000円

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

5.1％

手当の名称

日額250円市税及び保険税の徴収業務に従事したとき

日額300円従事した職員

最高限度額

主な支給対象職員

手当の種類
（手当数）

―１人当たり平均支給額

支給率
勤続25年

その他の加算措置

環境衛生業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、27年度に退職した職員に支給された平均額です。

49.59月分

同じ

勤続20年

同じ

同じなし

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

従事した税務課職員

51,190千円

20,792千円

同じ
34.5825月分

勤続35年

支給実績

退職時特別昇給

防疫作業に従事したとき

（27年度決算見込み） （27年度）

25.55625月分20.445月分
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／

／

／

／

／

（次頁へつづく）

823,000円
給料

659,000円

支給実績

国の制度
との異同

支給職員１人
当たり平均支
給年額

　⑥その他の手当（平成28年4月1日現在）

36,525千円 214,851円

手当名 内容及び支給単価

27年度決算（見込み）

扶養手当

●扶養親族のある職員に支給
配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　13,000円
配偶者以外
　1人につき　　　　　　　　　　　　　　6,500円
　　※配偶者がない場合　そのうち1人　 11,000円
　子（16歳年度～22歳年度）　　　 5,000円　加算

同じ ―

国の制度と
異なる内容

通勤手当

●通勤距離が片道2㎞以上である職員に支給
交通機関等の利用者
　　運賃等相当額（限度額55,000円/月）
自動車等の利用者
　　通勤距離相応額（2,000～31,600円/月）

同じ ―

住居手当
●借家･借間に居住する職員に支給
借家･借間居住職員　最高27,000円
（12,000円/月を超える家賃を支払っている職員）

同じ ― 22,693千円 280,162円

14,149千円 45,059円

区分

管理職手
当

●管理又は監督の地位にある職員に支給
部長級職員　給料月額×15/100
課長級職員　給料月額×10/100

―

(国)俸給の特別
調整額
支給額46,300円
～72,700円

管理職員
特別勤務
手当

●管理又は監督の地位にある職員が、臨時又は緊急
　の必要等により勤務した場合に支給
・週休日又は休日等に勤務の場合
　（6時間を超える勤務は5割増）
　部長級職員　7,000円
　課長級職員　6,000円
・平日の0時から5時に勤務の場合
　部長級職員　3,500円
　課長級職員　3,000円

―

(国)管理職員特
別勤務手当
・週休日又は休
日勤務
6,000円～8,500
円
・平日の0時から
5時勤務
3,000円～4,300
円

4,126千円 46,358円

0千円 0円

18,785千円 552,494円

102千円 8,500円

休日勤務
手当

●祝日法による休日等に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数

同じ ―

夜間勤務
手当

●正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数

同じ ―

180,000円

230,000円

401,000円 200,000円

545,000円議長

259,000円

325,000円816,000円

市長

副議長474,000円

989,000円

議員

460,000円

374,000円 442,000円

3.15月分
（15％）

議員

期
末
手
当

副市長

議長

区分

市長

副市長

給料月額等

報酬 副議長

27年度支給割合
（加算措置の状況）（参考）類似団体における

最高／最低額

3.15月分
（15％）

(5) 特別職の報酬等の状況（平成28年4月1日現在）
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（前頁からのつづき）

(6) 公営企業職員等の状況（水道事業）

　① 職員給与費の状況（27年度決算）

　③職員の手当の状況

　　ア 期末手当･勤勉手当

6,219千円

（注）１　基本給は給料及び扶養手当の合算額です。
　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

27年度

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

区分

2,725千円25,549千円

期末･勤勉手当給料

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
　　　２　職員数は、平成28年3月31日現在の人数です。

（注）１  退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた
          場合における退職手当の見込額です。
　　　２　「（参考）類似団体における最高／最低額」は、参考値として平成27年のものを記載しています。

500/100

算定方式 支給割合

市長

給料月額×在職年数×支給割合

給料月額×在職年数×支給割合

区分

退職手当
副市長

支給時期１期の手当額

27年度

区分

244,592千円

給与費比率

職員給与費

任期毎

任期毎294/100

16,460千円

7,750千円

（参考）類似団
体平均一人当た
り給与費

小城市

6,213千円 34,487千円 5,748千円

　一人当たり職員数

職員手当

44.8歳 349,684円 469,225円

区分 小城市（一般行政職）

1,358千円

小城市

1,484千円

―

加算措置の状況
（職制上の段階、職務の級等による加算措置）

役職加算 5～10％ ―役職加算 5～15％

―勤勉手当

同じ

平均年齢 基本給

 2.60月分

区分

Ｂ

45,796千円

給与費

Ａ

（1.45月分）

類似団体平均 44.9歳 348,021円 517,229円

27年度支給割合
期末手当

 1.60月分 同じ（0.75月分）

総費用 純損益又は実質収支

Ｂ／Ａ

計

19.7％

平均月収額

32,953千円

6人

　給与費

Ｂ Ｂ／Ａ

18.7％

Ａ

総費用に占める職
員給与費比率

（参考）

26年度の総費用に占める職員

　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成28年4月1日現在）

類似団体平均

１人当たり平均支給額（27年度） 1,036千円
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　　ウ 地域手当 制度なし

　　エ 特殊勤務手当 制度なし

　　オ 時間外勤務手当

（次頁へつづく）

59,460円297千円

240,000円同じ ―

支給実績

322千円

通勤手当

●通勤距離が片道2㎞以上である職員に支給
交通機関等の利用者
　　運賃等相当額（限度額55,000円/月）
自動車等の利用者
　　通勤距離相応額（2,000～31,600円/月）

0千円

●扶養親族のある職員に支給
配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　13,000円
配偶者以外
　1人につき　　　　　　　　　　　　　　6,500円
　　※配偶者がない場合　そのうち1人　 11,000円
　子（16歳年度～22歳年度）　　　 5,000円　加算

0円

1,934千円

支給職員１人
当たり平均支
給年額

960千円

支給実績

27年度決算（見込み）

住居手当

―

同じ ―

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

同じ

●借家･借間に居住する職員に支給
借家･借間居住職員　最高27,000円
（12,000円/月を超える家賃を支払っている職員）

扶養手当

一般行政職の制
度と異なる内容

職員１人当たり平均支給年額 163千円

979千円

類似団体平均

同じ

勧奨･定年

41.325月分
同じ 同じ

25.55625月分

49.59月分

26年度決算

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

―

―

15,286千円（略）

区分 27年度決算（見込み）

退職時特別昇給 なし 同じ

１人当たり平均支給額 20,761千円

　　カ その他の手当（平成28年4月1日現在）

―

支給率

勤続20年 20.445月分

勤続25年

49.59月分

49.59月分

29.145月分

最高限度額

34.5825月分

小城市

その他の加算措置

小城市（一般行政職）

自己都合 勧奨･定年 自己都合

勤続35年

区分

　　イ 退職手当（平成28年4月1日現在）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、27年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　※ただし、個人情報保護の観点から一部省略しています。
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（前頁からのつづき）

（注）　個人情報保護の観点から一部省略しています。

(7) 公営企業職員等の状況（病院事業）

　① 職員給与費の状況（27年度決算）

（注）　職員給与費には、事業管理者に支給される給料、臨時職員の報酬等を含みます。

類似団体平均（うち看護師）

休日勤務
手当

3,000円

38.8歳

一般行政職の制
度と異なる内容

支給職員１人
当たり平均支
給年額

288,414円

5,900円

支給実績

0円

24千円

456,203円

27年度決算（見込み）

小城市（うち医師） 51.0歳 550,971円

（略）―

6,535千円 6,789千円

（略）

異なる 額の相異

同じ ―

― 0千円

Ｂ／Ａ

　一人当たり

3千円

Ｂ

管理職手
当

●管理又は監督の地位にある職員に支給
課長級職員　給料月額×10/100

同じ

夜間勤務
手当

●正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数

手当名

給与費

Ａ

●祝日法による休日等に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数

内容及び支給単価

区分

宿日直手
当

●宿日直勤務を行った職員に支給
浄水場の管理･保全等　5,400円又は6,400円

一般行政
職の制度
との異同

同じ

―

27年度 1,227,231千円

総費用

区分

職員数

計

　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成28年4月1日現在）

759,416円

(略）

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
　　　２　職員数は、平成28年3月31日現在の人数です。（事業管理者は含みません。）

27年度

管理職員
特別勤務
手当

同じ (略）

職員給与費
総費用に占める職
員給与費比率

Ｂ Ｂ／Ａ

●管理又は監督の地位にある職員が、臨時又は緊急
　の必要等により勤務した場合に支給
・週休日又は休日等に勤務の場合
　（6時間を超える勤務は5割増）
　課長級職員　6,000円
・平日の0時から5時に勤務の場合
　課長級職員　3,000円

743,140千円 60.6％

職員手当 期末･勤勉手当

496,672千円

　給与費給料
（参考）類似団
体平均一人当た
り給与費

294,087千円 94,066千円 108,519千円76人

Ａ

平均月収額区分 平均年齢 基本給

小城市（うち看護師） 319,904円 433,723円

小城市（うち事務職員） 39.3歳 290,794円

類似団体平均（うち医師） 44.6歳 564,750円 1,389,096円

328,980円 502,010円類似団体平均（うち事務職員） 43.1歳

（注）１　基本給は給料及び扶養手当の合算額です。
　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

435,463円

42.7歳
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　③職員の手当の状況

　　ア 期末手当･勤勉手当

　　ウ 地域手当 制度なし

　　エ 特殊勤務手当

※平成27年度から時間外診療手当は廃止しています。

2,501千円 2,393千円

勧奨･定年

 1.60月分 （0.75月分） 同じ ―

区分 小城市 小城市（一般行政職） 類似団体平均

１人当たり平均支給額（27年度）（医師）

同じ 同じ

　　イ 退職手当（平成28年4月1日現在）

区分
小城市 小城市（一般行政職）

類似団体平均
自己都合 勧奨･定年 自己都合

41.325月分 49.59月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分

支給率

勤続20年 20.445月分 25.55625月分

―

退職時特別昇給 なし 同じ ―

―
勤続25年 29.145月分 34.5825月分

勤続35年

8

１人当たり平均支給額

手当の種類
（手当数）（27年度決算見込み）

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 同じ

―

支給実績 職員全体に占める手当支給職員の割合

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、27年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　※ただし、個人情報保護の観点から一部省略しています。

1,366千円

役職加算 5～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

20,761千円

１人当たり平均支給額（27年度）（事務職員） 1,240千円 1,367千円

1,358千円 1,174千円１人当たり平均支給額（27年度）（看護師）

加算措置の状況
（職制上の段階、職務の級等による加算措置）

役職加算 5～10％ ―

27年度支給割合
期末手当  2.60月分 （1.45月分） 同じ ―

勤勉手当

（27年度）

58,633千円 68.4％

左記職員に対する支給単価

研究手当 医師 医療業務に関する研究を行ったとき 日額　15,000円

手当の名称

従事した看護師、助産
師

医療業務に従事したとき

深夜勤務又は準夜勤務1回に
つき2,000円

患者1人につき5,000円

放射線取扱手当

入院手当 従事した医師 宿直時に診察した患者が入院に至ったとき

分娩手当 従事した医師 分娩介助業務に従事したとき

深夜の看護業務に従事したとき

従事した診療放射線技
師

1回15,000円以内

1回15,000円

主な支給対象業務

臨床手当

手術手当 従事した医師 手術業務に従事したとき

医師 日額　給料月額×1.5/1000

主な支給対象職員

2,414千円 （略）

勤務を要しない日及び時間に自宅待機を命じら
れたとき

夜間看護手当

救急呼出待機手当
診療放射線技師及び臨
床検査技師

日額350円

自宅待機1回につき1,000円

エックス線その他の放射線を人体に対して照射
する作業に従事したとき
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　　オ 時間外勤務手当

管理職手
当

同じ ―

　　カ その他の手当（平成28年4月1日現在）

手当名

区分 27年度決算（見込み）

支給実績
支給職員１人
当たり平均支
給年額

支給実績 11,293千円

職員１人当たり平均支給年額 149千円

140,472円

部長級
給料月額×
15/100
課長級
給料月額×
10/100

2,544千円 424,004円

0千円 0千円

宿日直手
当

●宿日直勤務を行った職員に支給
 医師    20,000円　 看護師　  5,900円

異なる 額の相異 8,268千円

同じ

5,197千円

―

夜間勤務
手当

●正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数

休日勤務
手当

17,753円

235,071円

内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職の制
度と異なる内容

27年度決算（見込み）

8,228千円

通勤手当

同じ

486,352円

302千円

管理職員
特別勤務
手当

1,994千円 249,187円

●通勤距離が片道2㎞以上である職員に支給
交通機関等の利用者
　　運賃等相当額（限度額55,000円/月）
自動車等の利用者
　　通勤距離相応額（2,000～31,600円/月）

同じ ―

異なる

3,466千円 75,349円

●管理又は監督の地位にある職員に支給
課長級職員　　　　　　　　給料月額×10/100
院長　　　　　 　　　　　 給料月額×9/100
副院長　　　  　　　　　  給料月額×5/100
在宅医療推進管理者　　　　給料月額×5/100

扶養手当

●扶養親族のある職員に支給
配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　13,000円
配偶者以外
　1人につき　　　　　　　　　　　　　　6,500円
　　※配偶者がない場合　そのうち1人　 11,000円
　子（16歳年度～22歳年度）　　　 5,000円　加算

―

●祝日法による休日等に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数

同じ ―

同じ ―

住居手当
●借家･借間に居住する職員に支給
借家･借間居住職員　最高27,000円
（12,000円/月を超える家賃を支払っている職員）

●管理又は監督の地位にある職員が、臨時又は緊急
　の必要等により勤務した場合に支給
・週休日又は休日等に勤務の場合
　（6時間を超える勤務は5割増）
　課長級職員　6,000円
・平日の0時から5時に勤務の場合
　課長級職員　3,000円
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(2) その他の勤務条件の状況

　②一般職員の年次有給休暇の取得状況（暦年：平成27年1月1日～平成27年12月31日）

（注）　育児（部分）休業取得者数には、その期間が当該年度以前から引き続いている職員数を含みます。

配偶者、子、職員または配偶者の父母などの親族で、負傷、疾病または老齢により2週間
以上にわたり日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが相当
であると認められる場合における休暇
　　介護を必要とする一の継続する状態ごと　必要と認められる期間（6月以内）

介護休暇 無給

特別休暇

21人

有給

病気休暇

日曜日及び土曜日

（注）　公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要がある職員は、上記以外の勤務時間等の割振りに
        よります。

計 14人 12人

女性職員 14人 12人 0人

0人0人

部分休業

12人 １年３ヶ月

9人

１年３ヶ月

0人

育児休業うち新規

新規取得者の平均承認期間

消化率

Ｂ／Ｃ Ｂ／Ａ

202人

Ｂ

　③育児休業等の利用状況（27年度）

8.4日/人

１週間の正規の勤務時間 休憩時間

1時間

区分
育児休業取得者数 部分休業取得者数

全対象職員数 平均取得日数

うち新規

新たに取得可能と
なった対象職員数

組合休暇
任命権者の許可を得て職員団体の業務又は活動に従事する期間における休暇
　　20日/年 以内

無給

１日の正規の勤務時間

38時間45分 7時間45分 8時30分

選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により職員が勤務しない
ことが相当である場合における休暇

(1) 勤務時間の概要（平成28年4月1日現在）

有給

医師の証明等に基づいて、職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しな
いことがやむを得ないと認められる場合における休暇
　　私傷病の場合　　　90日以内
　　結核性疾患の場合　1年6月以内
　　高血圧症等の場合　180日以内

有給

17時15分

給与支給の有無休暇の種類 概要等

年次有給休暇
労働基準法第39条の諸規定によって与えられる休暇
　　最高 20日/年 付与（繰越有り 最高 40日/年）

開始時刻 終了時刻 週休日

男性職員

（注）　全対象職員数とは、平成27年1月1日から平成27年12月31日の全期間を在籍した一般職員（非現業の一般職に
        属する職員のうち、市長部局に勤務する職員で交代制勤務の職員を除く。）に限り、当該期間の中途に採用
        された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員並びに派遣職員を除く職員数
        です。

総取得日数

1,697.0日

総付与日数

22.0％

Ａ Ｃ

7,704日

　①休暇の概要（平成28年4月1日現在）
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５ 職員の分限及び懲戒処分の状況

合計

降任

0人

4人0人

法令に違反した場合

区分 停職 免職

0人

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合

条例で定める事由による場合

(2) 懲戒処分の状況（27年度）

0人 0人

刑事事件に関し起訴された場合

4人

休職 降給 合計

0人

0人

免職区分

4人 4人心身の故障の場合

0人

4人

4人

戒告

0人

1人

0人

0人

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

1人

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

合計減給

勤務実績がよくない場合

5人合計

5人

0人

(1) 分限処分の状況（27年度）
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６ 職員の服務の状況

(1) 職員の守るべき義務の概要

(2) 職務専念義務免除の概要

(3) 営利企業等従事許可の概要

７ 職員の退職管理の状況

(1) 現役職員への働きかけの禁止

　本市の職員であった者で、本市を離職した後に営利企業等に再就職した場合、離職前5年間又は一定の職（課長職以上）
に就いていた間の職務に関するものに関し、現役職員への働きかけ（契約事務や処分の依頼・要求等）を行うことが離職後
2年間禁止されます。（在職中に自らが決定した契約等の事務については、期限の定めなく禁止されます。）
　元職員が現職職員に対して、不正な行為をするように働きかけた場合、1年以下の懲役又は50万円以下の罰金の対象とな
ります。

　職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のた
めに用いなければなりません（地方公務員法第35条）。
　ただし、条例に定める事由に該当する場合は、あらかじめ承認を得ることで、職務に専念する義務を免除されることがあ
ります。

　（条例に定める事由）
　　　・研修を受ける場合
　　　・厚生に関する計画の実施に参加する場合
　　　・任命権者が定める場合

　地方公務員法第30条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、か
つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を
具体的に実現するため、同法は、職員に対し、次のような服務上の強い制約を課しています。

　　・法令等及び上司の服務上の命令に従う義務（同法第32条）
　　・信用失墜行為の禁止（同法第33条）
　　・秘密を守る義務（同法第34条）
　　・職務に専念する義務（同法第35条）
　　・政治的行為の制限（同法第36条）
　　・争議行為等の禁止（同法第37条）
　　・営利企業等の従事制限（同法第38条）

　職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねたり、報酬を得ていかなる事業若しくは
事務にも従事してはならないとされています（地方公務員法第38条）。

　平成28年4月1日施行の改正地方公務員法により、職員の退職管理に関し、元職員による現役職員への働きかけを禁止する
などの規制が開始されました。（地方公務員法第38条の2）
　これに伴い、「小城市職員の退職管理に関する規則」を制定し、適正な退職管理に取り組んでいます。
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８ 職員の研修の状況

(1) 人材育成の概要

共同研修

佐賀県市町村振興協会

ＤＶ被害者支援研修 係長以上の職員、窓口対応職員

市町村アカデミー

2人 佐賀県町村会

管理職特別セミナー

トーク術研修、入門税務事務・滞納整理・課税事務研修、
コミュニケーション力向上研修、住民満足度向上のための
接遇研修、公会計研修（基礎、応用）、行政法研修、
スキルアップ研修、自治体福祉入門、政策形成研修、
キャリアプラン研修、協働コーディネーター研修、
政策法務研修、まちづくり戦略セミナー、
メンタル不調サポート研修、仕事ダンドリ改善研修、海外
研修

30人 佐賀県市町村振興協会

149人

351人

109人

市町管理者研修、新任課長及び係長研修、市町職員部長研
修、市町監督者及び上級監督者研修、市町職員第1部研修
及び第2部研修、危機管理研修

自治体ファイナンス基礎講座、選挙事務 2人 全国市町村国際文化研修所

66人

パソコン研修

佐賀県町村会

人事評価制度研修

派遣研修

実務研修 市町等職員実務研修

備考

新規採用職員研修

1人
研修所研修

パワハラ対策職員研修

208人

　小城市では、市職員の育成に関する基本的な方針を示した人材育成基本方針を定め、次に掲げる基本理念のもと、全庁的
に人材育成に取り組むこととしています。

　（人材育成の基本理念）
　　　小城市の人材育成にあたっては、市職員が全体の奉仕者であることを改めて自覚し、「小城市の新しいまちづく
    りへの意欲と能力を持ち、市民から信頼される職員」になることを目標に取り組みます。
　　　このことは、職員一人ひとりが組織の「人材」としてチカラを発揮するとともに、市民にとっての「人財」と認
    められる職員に進化することを目指すものです。

区分 主な研修 受講者数

男女協働参画職員研修

メンタルヘルス職員研修

職場研修

460人

ファイリング研修

人権同和問題職員研修

21人 新採職員

195人

12人

階層別研修

(2) 研修の状況（27年度）

自己啓発研修 110人 係級以下の職員

番号法制度研修 113人 係長級以下の職員

2人
佐賀県市町支援課
佐賀県滞納整理推進機構
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9 職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 安全衛生管理の概要

　①健康診断の実施状況

　②メンタルヘルスへの対応（概要）

　③セクシュアルハラスメントへの対応（概要）

(2) 厚生福利制度の概要

　①共済制度の概要

　②その他職員福祉のための独自の制度の概要

(3) 公務災害補償の状況

(4) 職員の利益の保護の状況

区分 受診率

98.5％

　職員の不安や悩みを解消し、健康な体及び精神の保持を図り、職員が職務に専念できるよう実施しています。平成17年か
ら「なんでもカウンセリング」と称し、受付を担当する職員（保健師）が予約窓口となって、臨床心理士が個別に相談に応
じています。対象者は、概ね1月以上の長期休職者に係る職場復帰カウンセリング、希望者、指名による者、及び年齢階層
該当者です。

463人

　職員は、地方公務員法の定めるところにより、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、市が公平委員会の事務を委託し
ている佐賀県人事委員会に対して適当な措置が執られるよう要求することができます。同様に、職員は懲戒処分など、その
意に反して不利益な処分を受けた場合には、不服申立てをすることができます。
　平成27年度においては、勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する不服申立て、ともに該当はありません。

　職員の共済制度は、地方公務員法第43条に基づいて定められた地方公務員等共済組合法によって具体的に定められていま
す。
　本市は佐賀県市町村職員共済組合に加入しています。　共済組合では、組合員である職員とその家族の病気、ケガ、出
産、死亡、休業、及び災害などに対して必要な給付を行う「短期給付事業」、職員の退職後の生活を保障する退職共済年
金、遺族共済年金など主として老後を助ける給付を行う「長期給付事業」、職員とその家族の病気予防などの保健事業、貯
金の積立て、住宅資金の貸付などの「福祉事業」を行っています。

　地方公務員法第42条の規定に基づき、職員の福利増進を図るため職員互助会を設置しています。
　互助会は、職員による互助組織であり、職員の掛金により運営され、職員の冠婚葬祭などに際しての給付事業をはじめ、
職員親睦に資する事業や体育活動への助成などの福利事業等を行っています。

　職員の公務上の災害に対する補償は、地方公務員法第45条に基づいて定められた地方公務員災害補償法によって具体的に
定められています。
　本市は、地方公務員災害補償基金佐賀県支部に加入しています。
　公務災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、その災害
によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の社会復帰の推進及び職員･遺族の援護を図るために必要な事業（福祉事
業）を行うことを目的としています。
　平成27年度に公務災害と認定された件数はありません。

　疾病の早期発見と健康の保持増進のため、職員の健康診断を年1回
定期的に実施しています。

　職場におけるセクシュアルハラスメントの防止に関する要綱を制定し、セクハラ相談員及び苦情処理委員会を設置してい
ます。
　また、女性職員、セクハラ相談員及び管理職の職員ごとに、講師を招いて研修会を実施しています。

対象者数

（注）　対象者数には、職員のほか市長、副市長
　　　及び教育長を含みます。
　　　　受診者数には、人間ドック受診者も含み
　　　ます。

456人27年度末

受診者数
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